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事業事前評価表 

 

１．案件名 

国名：トルコ共和国 

案件名：チョルフ川流域保全事業 

L/A 調印日：2011 年 6 月 22 日 

承諾金額：4,225 百万円 

借入人：トルコ政府（The Republic of Turkey） 

２．事業の背景と必要性  

(1) 当該国における農業・森林セクターの開発実績（現状）と課題 

トルコでは国土面積の 27％に相当する約 2,100 万 ha が森林地域である。同地域には約 750

万人が生活しているが、雇用機会と森林などの天然資源が限られていることなどから、貧困層が

多い。また、住民による家畜過放牧、違法伐採等により荒廃が進行し、洪水等自然災害の増大

や土壌浸食などの悪影響が生じており、荒廃した自然資源は貧困を助長させるという悪循環に

陥っている。 

(2) 当該国における農業・森林セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

トルコの「国家植林事業行動計画」（2008～2012 年）では、1）劣化森林の植生回復、2）土壌浸

食防止活動の促進、などが重点課題として挙げられている。また、トルコ政府は、第 9 次開発計

画（2007～2013 年）においても、農村開発推進を含め地域開発の強化を謳っており、組織能力の

強化や人材育成にも重点を置いている。 

(3) 当該国における農業・森林セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

 我が国のトルコに対する重点援助分野は 1）環境改善、2）経済社会開発のための人材育成、

3）防災、4）格差是正、5）南南協力支援。本事業は、1）に該当する。これまでの JICA の協力実績

としては、2004 年に環境森林省と共にマスタープランを策定し、土壌保全、生計向上支援等を通

じた同地域の環境改善に寄与する目的での事業を提唱した。本件は、本マスタープランをベース

に事業化支援するもの。なお、農業セクターについては円借款において世銀との協調融資でトル

コ農業銀行(TCZB)に対して、農業信用の拡大を目的としたツーステップローン(承諾金額 35,200

百万円、1989 年）を供与した実績がある。 

(4) 他の援助機関の対応 

世界銀行は「東アナトリア流域保全事業」（1993～2001 年）、「アナトリア流域保全事業」（2005

～2011 年）などの類似事業の支援実績があり、これら事業は 1999 年には同行内のグッドプラク

ティスとして表彰されている。その他、ドイツ国際協力公社（GIZ）も同様の流域保全事業を支援中

である。 

(5) 事業の必要性 

トルコ北東部地域は、小規模・伝統的な牧畜と農業に依存する中、森林の荒廃が進行してい

る。本事業の対象地域であるチョルフ川流域は全流域面積の約 22％に相当する約 44 万 ha が森

林地域であり、就業人口の 66％が農牧業に従事しているが、浸食されやすい土壌と地質、農業

及び畜産の低生産性、不適切な森林施業や管理計画等が要因となり、トルコ国内でも最も貧し

い地域の一つとされている。 

円借款用 
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このような背景に基づき、チョルフ川流域 3 県において、土壌浸食防止、自然植生の回復、住

民による家畜過放牧・不法伐採に対する施策、自然災害の防止などの自然資源管理の推進、及

び畜産・農産の増・多様化、等生計向上活動の普及による同流域住民の所得向上を図り、もって

地域の環境保全と格差是正に寄与することが喫緊の課題となっている。植生回復、土壌浸食防

止については、世銀、GIZ を初めとしたドナーが支援を実施しているものの、十分な資金は確保さ

れておらず、JICA が本事業を実施する必要性は高い。 

  

３．事業概要  

(1) 事業の目的 

本事業は、トルコ北東部チョルフ川流域において、土壌保全、劣化森林の植生回復、自

然災害防止等による自然資源の回復・保全及び村落住民の生計向上支援を通じて、統合的

な流域保全及び村落住民の生活環境改善を図り、もって同地域における環境改善に寄与す

るものである。 

(2) プロジェクトサイト/対象地域名 

トルコ北東部チョルフ川流域 3県（バイブルト県、エルズルム県、アルトビン県）。 

(3) 事業概要 

①森林等自然資源回復・保全（森林・放牧地回復、土壌浸食対策等） 

②村落住民の生計向上（小規模灌漑施設改修、農業開発、収入源の多様化等） 

③キャパシティ・ディベロップメント（能力強化） 

④コンサルティングサービス（事業実施及び監理における事業管理・実施ユニットに対する支

援、事業モニタリング・評価等） 

(4) 総事業費 

6,998 百万円（うち、円借款対象額：4,225 百万円） 

(5) 事業実施スケジュール 

2011 年 6 月～2018 年 10 月を予定（計 89 ヶ月）。流域活動完了時をもって事業完成とす

る。 

(6) 事業実施体制 

 1) 借入人：トルコ共和国政府（The Republic of Turkey） 

 2) 事業実施機関：環境森林省（Ministry of Environment of Forestry） 

3) 操業・運営／維持・管理体制：環境森林省、農村農業省、対象３県政府 

(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 

① カテゴリ分類：B 

② カテゴリ分類の根拠：本事業は、「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイドラ

イン」（2002 年 4 月制定）上、セクター特性、事業特性及び地域特性に鑑みて、環

境への望ましくない影響が重大でないと判断される為、カテゴリ Bに該当する。 

③ 環境許認可：本事業の環境影響評価（EIA）報告書は同国国内法上作成が義務付けら

れていない。 

④ 汚染対策：小規模な土壌浸食防止工事等を想定しており、工事中・供用時の水質・
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大気汚染、騒音等について大きな負の影響は想定されていない。必要に応じて、詳

細設計時に緩和策が検討される。 

⑤ 自然環境面：本事業対象地域は国立公園、保護区が含まれているものの、当該地域

では管理計画策定のみであるため自然環境への望ましくない影響は最小限である。 

⑥ 社会環境面：本事業は公有地である森林や放牧地内で実施されるため、用地取得及

び住民移転は発生しない。 

⑦ その他・モニタリング：本事業では実施機関が水質についてモニタリングする。 

2) 貧困削減促進：本事業では村落住民を対象に、生計向上活動を含む村落開発計画の実

施が予定されており、対象地域住民の生活改善に寄与することが期待される。 

3) 社会開発促進（ジェンダーの視点、エイズ等感染症対策、参加型開発、障害者配慮等）：

女性のインタビュアーを配置するなど生計向上プロジェクト選定に際し女性の意見が配慮でき

るようするとともに、現地NGO等の支援を活用しつつ、地域コミュニティのトレーニングによる強

化を実施し、コミュニティレベルでの自己管理体制の確立を支援する。 

(8) 他ドナー等との連携：特になし 

(9) その他特記事項：特になし 

 

4. 事業効果 

(1) 定量的効果 

 1) 運用・効果指標 

指標名 
基準値 

（2008 年実績値） 

目標値 

(2020 年) 【事業完成 2年後】

劣化森林における植生回復

工の実施面積(ha) 
* 現状より改善(*) 

植栽木の生存率(%) * 60 * 

破堤又は越流による年間最

大洪水氾濫面積(ha) 
5,000 * 2,000 * 

*各サブコンポーネントを実施する小流域選定は詳細設計時に行われることから、詳細設

計完了後、ベースライン調査にて基準値、目標値を設定する予定。 

 2) 内部収益率 

以下の前提に基づき、本事業の経済的内部収益率（EIRR）は 19.5％となる。 

【EIRR】 

費用：事業費（税金を除く）、運営・維持管理費 

便益：農産物、飼料等の増加分、土壌侵食防止による便益等 

プロジェクト・ライフ：25 年 

(2) 定性的効果: 小規模灌漑の整備と農業普及による生計手段の多様化、生活改善、植林・

森林保全による環境改善、住民組織の実施能力強化 

5. 外部条件・リスクコントロール 

気候変動による植林木の活着率低下とこれに起因した事業効果の低下。 
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6. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 

過去の類似事業の事後評価では、持続可能な森林管理を達成するためには、①住民参加

型が住民の意識を高めること、②生計向上活動を組み込むことが挙げられている。かかる

教訓を踏まえ本事業では、流域計画作成時から住民の関与を引き出す仕組みを取り入れる。

また生計向上についても、コンポーネントとして取り入れることとしている。 

7. 今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる指標 

1) 劣化森林における植生回復工の実施面積(ha) 

2) 植栽木の生存率(%) 

3) 破堤又は越流による年間最大洪水氾濫面積(ha) 

4) 経済的内部収益率(％) 

その他、土壌保全、放牧地復旧面積、劣化森林率等を評価に活用する。 

(2) 今後の評価のタイミング 

事業完成 2年後 

 

以 上  


